
けんさしゅう

同鉄においては，発生主義原則に本づく企業会計制度の採用と

ともに， 昭和 23 年度から減価償却を実施しており ， 次に掲げる

以外の固定資産を減価償却資産としている。 ( 1 ) 土地 (2) 

鉄道林 (3) 建設仮勘定 (4) 受託施設。

建設仮勘定は， 建設途 tの も のであり ， 建設中似談なしの一

般原則によりその対象外としている。

受託施設は， 部外者の負担で設置し国鉄が無償で l淡り受けた

専用線等であって ， 用途廃止の場合， 契約上無償で部外 :行に返

還されるものであり ，実質的な所有権は部外者にあ り， 1'1鉄は

更新資金準備の必要 もないのでその対象外としている。減{llI i償

却計切では，取得価額 ・ 残存1凶傾および耐用年数の 3 必素がw

礎となる。取得制fi ilfiは tn却すべき ~lmである。残i'?úlüf.ilは，耐 I

周年数が尽きて不用となったと きその残がし、(骸) を処分して得

られるべき凡fl1 Wfi 1\iiであり ， 取得価額から残存Iil fi1仰を t1'除した

残徹がiiRúlli償却すべき総額(償却総額 と L 、う 。 ) てP ある。 [司欽の

残存úIIi綜iは，法人税法に準拠し， 原則 として取得価fu'iの 10% と

しているが， 無形資産はその性質 t残存11m頒はないので零 とし

ている 。 而.IHI年数は，悶定資wを利用しう る WlI iil として 間1I返さ

れたf下数であって，その期間j内に償却総領の配分iH日ーがなされ

る。国鉄の耐十月1年数は， おおむね法人税弘ーに i\l]拠して定められ

たものである。次に減価償却は一定のJ十rr.方法に店づき，計画

的に行なうべきものて'あって，利益に比例して任:むに行なうべ

きものではなし、。

国鉄におレては， 定率i去および定額法を過月1 してレる。定本

法とは， lllil!}価額から前 1"1までの償却以計智lを控除した米償却l

残高にー定取を乗じた算定古ÍÍ(を ， その年度の減価償却 1'i とする

方法で ， 1p. ji1 d ・ 船舶・ 自 動車お よ び機加について l協和 36 年度か

ら適用している。 Æfu'i法は ， J:紀以外の一般資産に泊F目 してお

り，償却総額を附周年数で除 した商をその年!止の滅的l償却 1'iと

する方法である。減価償却は，船舶 ・ 無形資産および雑施設に

ついては個別償却法を ， その他の資J[[_についてはグループ償却

法を適用している。

例別償却tと とは，個々 の資産ごとに減価償却の ，; 1 知およ びそ

の記帳盤JlHを行なうもので，償却累計千â'tが償却総lâ'iにi主すれば，

その後の減価償却は行なわれない。また， グループ的土11 /1;は ，

一定範Ð~の資産集団に対し平均耐用{T 数を適川して減 IIlI i fLUIIを

行なうも ので，償却累計額は資pr:全体に対 して JI 1 : され，個々

の資産ごとには明らかでない。このため所定耐川守数を経過し

ても，その対象資産が削除されるまで減 IIlIi償却が行なわれる。

国鉄は '， '};;判l町委員会の{'~中に)，~づき昭和130 年度からこの方法

を適用している。減価償却は， すべて取得した月 の望月から lifl

始1.-，削除した月に終了することと しているが， j闘 })I J償却資産

は，償却男;お l fu'iが償却総領に達 した)'lに終了 し ， *阪信 'tiYi仁(レ

ール ・ まく ら木 ・ 逃床 ・ 軌道I"J路 ・ 配電線路・ íLè '1主線路 ・ 通 f.-:;
50 

線路および信号線路)は， 償却累計額が取得仙沼1の … ーに迷し
100 

た月に終了する。減価償却の実施により取得{iln在fiは漸次 (l\; I.R す

るが，取得11m領および償却l累計百目のJι、方法には， tn去J1 ~計額

を fUl定取得佃l紅iから減額する直接法と ， 取得価額はそのま まに

し ， 償却累計官目を減価償却引当金としてJjlj途 ;;!< 7j、する IHHl1法と

がある。国鉄は，間接11;を採用しているが，この方法は i反 1\行I lI j

額と償却累計額とを別(闘に示す長所がある 。

減価償却資産を削除したときは ， * 廃棄法により会，iH~PI! を

行ない，取得価額と償却泉北傾との z~租1を引 '1'(に JI l: 1.- ， 償却

累計額は，減価償却引当金から取りくずしを行なう。この場合，

発生品があれば，さらに発生品の貯蔵品編入制を差しヲ 1 ，、た '1Si

カ:tt\1'iに計上される。この場合の償却累計百目は， 例別tn却't~y[

については，例々 の'ii ，ll ごとの償却累計百fiであり ， グループ償

却資産については ， 1!1: );11総傾であるが， 取静資産は， 1説得価額

の三立のfJiである。 (庄野弘之)
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けんさしゅうき 検査周期 車 内の検査については， 運

輸省令(日本川有鉄.ìUJ型転規WD および部|人l 規程に 九日づいてその

種類が定め られており ， イ五~のままで重要な箇!肝を検ffEするも

の， 安部を解体 して検ftするもの，各部を解体して全般にわた

って検作するもの呼にl正分され，その程度に約組が，"&けられて

L 、る。これは，使用 !日JH\Iの経過の長短によっ て ， 車両の劣化や

変化の斗ずる iffl分に差異があるためである。

杉i l'iの川則 と は，検 表 1 機関車 ・ 電車およびÄ

:l'Eの級官i)JIJにあらかじ 動単の全般検査の周jPJ

め定め られた市 1IIIjの {史 市 楠 I~I 転 キロ

用mwnを，卜l 数 . ;-1 数 奇眠気 機|則市 39 万 km 以内
あるレは走行キロで示 7{! 気機関車 48 万 km 以内

したものをし、L 、， ft'jlll: デ ィ ゼノレ機関車 48 万 km 以内

のよれ、各 ifil解体な行な電 車 36 万 km 以内
気 動 111 I 28 万 km 以内

う*全般検Wt l 土も J主 l ー

くて 2 年または 4 {f.，必 ;';iIW!体を行な う中間検1'iは 1 年 ， 在姿

のままで行な う交品検作は 30 日または 40 日 といった)fJで JUllb1

もし くはキロが〉じめ られる。

検1'fの j品mJ と検伐の対象 となる筒所 と は|期Æを有するので，

故障や劣化，変化の状態をよく凋配したうえ ， 安全かつ経済的

な1I!i'WIに行なうよう 'ii~' に日十先が行なわれている。

機I'll lド ・ íLè 'I (および気動車の全般検査の川WIを表ーl に，客車

および貨車の 全般検~i'の ).'，1mJ を夫ー2 Iこぶす。

点-2 '~ 'I iおよひ'~'{lliの全般検査の閃WJ

随 JUJ 問

"<<-'1' (1ー として特別急行. ~~通急行 ， お」ぴ市急行列

'I，Jn主して 1古川するものにII)! る)

| 13筒月以
IJj 

ワム l ワム 35∞ ワ 1 21000 

ワ フ 23200 ワフ 240α3 ワフ 25000

ワ フ 290∞ワ ソ 29500 ワ 7 350∞ 

! スム 4500 クム 1 

ワ"/ 22000 

ワフ 28∞o 

スム 1 

タンク 'F W.1ï タ ン ク*を含む。ただし ， 樹発

l 刊11 ・ イ i~l l rti ・ イ:(l ~11 • 1111物 nll ・精みつおよびトリ

! クレ ン 均川 II ( を除く.)

200 キ 20 ト 1 I ム 4500

貨 ト ム 5口:JO ト ム 1 1000 トム 25000 トム 39000 I 37筒月以
l トム 5∞∞ ト ム 6∞∞ トラ 1 トラ 40∞ 1 内 .
i トラ 6000 ト ラ 23000 ト ラ 25000 トラ 3∞00 ただし，

ト ラ 35000 トラ 40000 トラ 4ω00 トラ 55000 支社専属

| ト ラ 90000 トキ 1 0 ト キ 1 5000 セム 37∞ | 貨車で，

l セキ 600 セフ 1 セサフ 1 支社長が

| ホヅハ '1 ， ( f1， ffl~ ' I ' を含む.ただし ， ホ キ 300 ホ 指定 した

| キ 350 ホキ 20∞ ホキ 2200 を除< .)ものは，

l チ 1側チキ 8∞チキ 1側チキ 15∞ I 42箇月以

チキ 2500 チキ 26∞ チキ 2700 チキ 3000 内とする

l チキ 4000 ことがで

| 大物 '1 ， (削 il刊を含む)きる
ヒ 100 ヒ 300 ヒ 400 ヒ 500 ヒ 600

l ソ l ソ 20 ソ 30 ソ ・50 ソ 80 I 

市 l ソ 100 ソ 150 ソ 1印ソ 2∞ l 

Ifi 迎 ' I I( 弘イï l-y .j!を合む.ただし ， 79∞0を除く.) i 
ヤ 1 ヤ 1 0 -¥. 50 ヤ 90 サ 1

| サ 1∞サ 2∞サ m サ却 エ 1 , 
| 工 5∞エ 700

一一一 100 一一一


